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(百万円未満切捨て)

１．2022年８月期第２四半期の業績（2021年９月１日～2022年２月28日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年８月期第２四半期 3,910 △6.7 298 △27.4 310 △28.6 229 △22.3

2021年８月期第２四半期 4,189 △9.9 411 △26.6 434 △23.5 295 △9.8
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年８月期第２四半期 115.62 －

2021年８月期第２四半期 148.74 －
　

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年８月期第２四半期 9,247 5,745 62.1

2021年８月期 8,771 5,696 64.9

(参考) 自己資本 2022年８月期第２四半期 5,745百万円 2021年８月期 5,696百万円
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年８月期 － 0.00 － 65.00 65.00

2022年８月期 － 0.00

2022年８月期(予想) － 45.00 45.00

(注)1 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

　 2 2021年８月期期末配当金の内訳 普通配当 40円00銭 特別配当 25円00銭

　

３．2022年８月期の業績予想（2021年９月１日～2022年８月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,600 2.6 600 △37.3 610 △38.4 400 △40.2 201.49
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細につきましては、添付資料８ページ「２.四半期財務諸表及び主な注記 （４）四半期財務諸表に関する注
記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年８月期２Ｑ 2,200,000株 2021年８月期 2,200,000株

② 期末自己株式数 2022年８月期２Ｑ 214,785株 2021年８月期 214,485株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年８月期２Ｑ 1,985,215株 2021年８月期２Ｑ 1,985,895株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　(将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等につきましては、添付資料Ｐ.３「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来
予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大により、依然として厳し

い状況で経済活動の停滞が続いております。ワクチン接種の促進や感染拡大防止策を講じる中で、各種政策効果や

海外経済に改善の動きが見られますが、国内外の感染再拡大による景気下振れリスクや世界的なサプライチェーン

の混乱による需給バランスの悪化に加え、ロシアによるウクライナ侵攻による資源価格高騰等先行きは極めて不透

明な状況で推移しております。

建設業界におきましては、政府建設投資及び民間建設投資は一定の水準を維持しておりますが、慢性的な技術労

働者不足と建設資材の価格高騰に伴う建設コストの上昇により受注競争が激化し、依然として厳しい経営環境が続

いております。また、長時間労働等、働き方改革及び生産性向上への取り組みは業界全体での課題となっておりま

す。さらに、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないうえ、政府建設投資及び民間建設投資の動向、景気悪

化による工事の中断等予断を許さない状況が続くものと思われます。

このような状況のもと、当社は、経営の基本方針として「健全なる企業活動を通じ誠意を持って社会に貢献す

る」を掲げ、どのような環境下に置かれても、持続的発展が可能となる企業となり、株主をはじめとしたステーク

ホルダーの期待や信頼に応えるべく、企業価値の向上に向け活動を強化しております。

また、当社は引き続き工事利益率及び営業利益率の向上を目標に、受注時採算性の強化、原価管理及び施工管理

の徹底、諸経費削減などの諸施策を実施してまいりました。

その結果、当第２四半期累計期間の業績につきましては、受注高は前年同四半期比19.6％減少の27億96百万円と

なり、売上高も前年同四半期比6.7％減少の39億10百万円となりました。

損益面におきましては、工事利益率の悪化などから、営業利益は前年同四半期比27.4％減少の２億98百万円、経

常利益も同じく28.6％減少の３億10百万円となりました。最終損益につきましても、前年同四半期比22.3％減少の

２億29百万円の四半期純利益となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（設備事業）

設備事業の受注工事高は前年同四半期比19.6％減少の27億96百万円となりました。完成工事高は前年同四半期

比6.8％減少の38億47百万円となり、営業利益も前年同四半期比24.8％減少の４億28百万円となりました。

（太陽光発電事業）

太陽光発電事業の売上高は前年同四半期比0.5％減少の61百万円となりましたが、営業利益は前年同四半期比

33.6％増加の27百万円となりました。

（その他事業）

その他事業の売上高は前年同四半期と同じく０百万円となり、営業利益は前年同四半期比6.9％減少の０百万円

となりました。

なお、各セグメントに配分していないセグメント損益の調整額は、全社費用の１億58百万円であり、主に各セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

（２）財政状態に関する説明

(資産、負債及び純資産の状況)

当第２四半期会計期間における資産は、前事業年度末に比べ４億76百万円増加し、92億47百万円となりました。

その要因は、主に現金預金が２億88百万円減少したものの、売上債権が９億20百万円増加したことによるものであ

ります。

負債は、前事業年度末に比べ４億27百万円増加し、35億２百万円となりました。その要因は、主に仕入債務が７

億71百万円増加したことによるものであります。

また、純資産は、前事業年度末に比べ48百万円増加し、57億45百万円となりました。その要因は、主にその他有

価証券評価差額金が51百万円減少したものの、四半期純利益の計上に伴い利益剰余金が１億円増加したことによる

ものであります。
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(キャッシュ・フローの状況）

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、２億88百万円減少し36億96百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益を計上し、仕入債務が増加したものの、売上債権が

増加したことなどから63百万円の支出超過（前年同四半期は４億74百万円の支出超過）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出から５百万円の支出超過（前年同四半期

は２億39百万円の支出超過）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払いなどから２億19百万円の支出超過（前

年同四半期は３億円の支出超過）となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年８月期の業績予想につきましては、現時点において新型コロナウイルス感染症の拡大による影響はないも

のと考えており、2021年10月13日の「2021年８月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）」にて公表いたしました通

期の業績予想を据え置くこととしますが、もし修正すべき事実が発生した場合速やかに開示いたします。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,297,974 4,009,277

受取手形・完成工事未収入金等 1,076,292 1,996,700

未成工事支出金 83,368 110,508

その他 257,787 191,702

貸倒引当金 △11,050 △17,480

流動資産合計 5,704,373 6,290,708

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 1,190,089 1,190,089

減価償却累計額 △774,922 △789,663

建物・構築物（純額） 415,167 400,425

機械及び装置 459,225 459,225

減価償却累計額 △150,950 △169,138

機械及び装置（純額） 308,275 290,087

土地 1,866,005 1,866,005

その他 22,481 22,481

減価償却累計額 △19,425 △20,193

その他（純額） 3,056 2,287

有形固定資産合計 2,592,504 2,558,806

無形固定資産 20,527 23,460

投資その他の資産

投資有価証券 384,800 317,781

繰延税金資産 34,222 30,584

その他 104,835 26,440

貸倒引当金 △69,500 －

投資その他の資産合計 454,357 374,806

固定資産合計 3,067,389 2,957,073

資産合計 8,771,762 9,247,782
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 1,453,124 2,225,080

1年内返済予定の長期借入金 223,368 133,372

1年内償還予定の社債 80,000 90,000

未払法人税等 169,590 70,786

未成工事受入金 280,150 290,758

完成工事補償引当金 9,000 8,640

賞与引当金 113,480 64,765

役員賞与引当金 16,500 －

その他 129,758 24,343

流動負債合計 2,474,972 2,907,745

固定負債

社債 90,000 140,000

長期借入金 402,400 342,380

退職給付引当金 104,841 108,747

その他 2,893 3,354

固定負債合計 600,135 594,482

負債合計 3,075,107 3,502,227

純資産の部

株主資本

資本金 1,408,600 1,408,600

資本剰余金 26,039 26,039

利益剰余金 4,415,676 4,516,146

自己株式 △189,197 △189,197

株主資本合計 5,661,118 5,761,588

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 35,536 △16,033

評価・換算差額等合計 35,536 △16,033

純資産合計 5,696,655 5,745,554

負債純資産合計 8,771,762 9,247,782
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
　至 2022年２月28日)

売上高

完成工事高 4,127,052 3,847,863

その他の事業売上高 62,713 62,404

売上高合計 4,189,766 3,910,267

売上原価

完成工事原価 3,452,168 3,313,351

その他の事業売上原価 41,837 34,626

売上原価合計 3,494,005 3,347,978

売上総利益 695,760 562,289

販売費及び一般管理費

従業員給料及び手当 102,991 95,717

賞与引当金繰入額 27,480 25,060

退職給付費用 6,005 6,062

貸倒引当金繰入額 14,620 6,430

その他 133,401 130,521

販売費及び一般管理費合計 284,499 263,792

営業利益 411,261 298,497

営業外収益

受取利息 15 3

受取配当金 3,366 4,021

投資有価証券売却益 9,017 －

仕入割引 559 472

受取地代家賃 4,351 4,435

貸倒引当金戻入額 10 5,148

受取損害保険金 15,780 －

その他 5,914 3,638

営業外収益合計 39,014 17,719

営業外費用

支払利息 5,450 3,857

有価証券償還損 1,011 －

投資有価証券売却損 8,868 －

その他 563 2,117

営業外費用合計 15,893 5,975

経常利益 434,382 310,241

特別利益

国庫補助金 1,555 －

特別利益合計 1,555 －

特別損失

固定資産圧縮損 1,555 －

特別損失合計 1,555 －

税引前四半期純利益 434,382 310,241

法人税、住民税及び事業税 121,772 61,711

法人税等調整額 17,228 19,002

法人税等合計 139,000 80,713

四半期純利益 295,382 229,527
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
　至 2022年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 434,382 310,241

減価償却費 39,984 36,400

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,480 △63,070

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △540 △360

賞与引当金の増減額（△は減少） △39,950 △48,715

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,170 △16,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,828 3,905

受取利息及び受取配当金 △3,381 △4,024

支払利息 5,450 3,857

有価証券償還損益（△は益） 1,011 －

投資有価証券売却損益（△は益） △149 －

国庫補助金 △1,555 －

固定資産圧縮損 1,555 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,083,371 △919,568

未成工事支出金の増減額（△は増加） △42,656 △27,139

仕入債務の増減額（△は減少） 766,385 771,955

未成工事受入金の増減額（△は減少） △36,954 10,607

未収消費税等の増減額（△は増加） △110,979 △132,634

未払消費税等の増減額（△は減少） △102,515 △93,395

破産更生債権等の増減額（△は増加） － 69,500

その他 △77,951 193,776

小計 △248,096 94,835

利息及び配当金の受取額 3,379 4,027

利息の支払額 △5,560 △3,728

法人税等の支払額 △224,704 △158,773

営業活動によるキャッシュ・フロー △474,981 △63,639

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △300,000 －

有形固定資産の取得による支出 △876 －

無形固定資産の取得による支出 △1,900 △5,635

投資有価証券の取得による支出 △60,866 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 124,330 －

その他 306 113

投資活動によるキャッシュ・フロー △239,005 △5,521

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △141,016 △150,016

社債の発行による収入 － 100,000

社債の償還による支出 △50,000 △40,000

配当金の支払額 △109,961 △129,520

財務活動によるキャッシュ・フロー △300,977 △219,536

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,014,964 △288,697

現金及び現金同等物の期首残高 4,386,951 3,984,974

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,371,986 3,696,277
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。工事契約に関し

て、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用して収益を認識しておりました。これを財又はサービスに対する支配が顧客に一定の

期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間に

わたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日ま

でに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合（インプット法）に基づいて行っておりま

す。なお、契約における開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事につ

いては、代替的な取扱いを適用し、進捗度に応じて収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認

識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計

期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、第１四半期会計期間の期首利益剰余金及び当第２四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

当社は、「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影

響はありません。
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３．補足情報

（１）受注及び売上の状況

①受注実績（累計）

区分

前第２四半期累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
　至 2022年２月28日)

増減
（△は減）

(参考）
前事業年度

（2021年８月期）

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減率
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

設備事業

　建築設備工事 2,180,240 62.7 1,310,690 46.9 △869,550 △39.9 4,356,959 57.5

リニューアル工事 1,232,213 35.5 1,424,658 51.0 192,445 15.6 2,885,818 38.1

　土木工事 － － － － － － － －

　プラント工事 － － － － － － － －

　ビルケア工事 63,554 1.8 60,819 2.1 △2,735 △4.3 333,043 4.4

設備事業合計 3,476,007 100.0 2,796,168 100.0 △679,839 △19.6 7,575,820 100.0

(注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

②売上実績（累計）

区分

前第２四半期累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年９月１日
　至 2022年２月28日)

増減
（△は減）

(参考）
前事業年度

（2021年８月期）

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減率
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

設備事業

　建築設備工事 2,240,957 53.5 2,143,485 54.8 △97,472 △4.3 3,729,687 50.4

　リニューアル工事 1,714,359 40.9 1,535,165 39.3 △179,193 △10.5 3,199,542 43.2

　土木工事 － － － － － － － －

　プラント工事 － － － － － － － －

　ビルケア工事 171,736 4.1 169,212 4.3 △2,523 △1.5 336,332 4.5

設備事業合計 4,127,052 98.5 3,847,863 98.4 △279,189 △6.8 7,265,562 98.1

その他の事業

太陽光発電事業 62,113 1.5 61,804 1.6 △308 △0.5 140,795 1.9

　不動産事業 600 0.0 600 0.0 － － 1,250 0.0

その他の事業合計 62,713 1.5 62,404 1.6 △308 △0.5 142,045 1.9

合計 4,189,766 100.0 3,910,267 100.0 △279,498 △6.7 7,407,608 100.0

(注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　


